
診療所と地域包括ケアシステムに関するアンケート調査（Ｈ27.３実施） 

 

№  

問１ 

 

多職種連

携チーム

(市町村) 

問２ 
  

(１)医師会における取組

み 

①行政との連携 

 

 

 

 

②ＩＣＴによるネット

ワークシステム 

 

 

 

 

③相談支援窓口 

 

 

 

 

④住民への普及・啓発 

 

 

 

 

⑤その他 

 

 

(２)考え方 

医師会主導：１ 

行政主導：２ 

その他 ：３ 

１ 

北九州市医師会 

【回答者： 

専務理事 穴井 堅能】 

別紙１ 

・市医師会主催の会議

を定期的に開催 

…「高齢社会対策委員

会」（年１０回）、「地域包

括ケアシステムに関す

る勉強会」（年８回）、「在

宅医療 

連携拠点モデル事業の

実施に関する協議会」

（年４回） 

 

・市行政主催の会議へ

の参加 

…「北九州市地域包括支

援に関する会議」など 

・“カナミック”ネット

ワークシステムの運用 

…平成２５年８月より、

医療と介護が連携した

多職種協働による在宅

医療の支援体制を構築

するため、医師会立訪問

看護ステーションが中

心となり、クラウド型情

報共有システムを利用

し、パソコンやタブレッ

ト端末で多職種間にお

いてタイムリーに患者

情報を共有し相互に連

携を図っているが、今後

の運用については検討

中である。 

・平成２７年６月より、

市行政との委託でモデ

ル事業（門司区医師会・

八幡医師会）として開始

される「在宅医療・介護

連携支援センター」にお

いて専門相談窓口（医療

機関、介護事業所）が設

置される。 

本連携支援センター

は、往診医の派遣や入退

院調整など地域の在宅

医療サービス提供にか

かるコーディネート機

能の拠点として、医療・

福祉・介護関係者からの

在宅医療に関する相談

に対し、地域包括ケア体

制の中核である地域包

括支援センターと連携

し対応することにして

いる。 

 

・会員医療機関や事業

所に対し、研修会の開催

やパンフレットを作成

するなど、相談窓口の活

用に向けた広報活動を

市行政と連携し行う。 

 

・市民啓発パンフレッ

ト等を市行政と連携し

作成する。 

 

１ 

 

２ 

遠賀中間医師会 

【回答者： 

理事 豊澤 賢明】 

・遠賀中間地域在宅医

療介護連携推進協議会

（遠賀郡、中間市の広域

組織）を設立し、行政、

他団体と定期的に協議

を行う。 

 

・平成 27 年「とびうめ

ネット」への参加を予

定。会員向けのアンケー

ト調査及び説明会を予

定している。 

 

・医師会に在宅総合支

援センターを設立し、相

談窓口を設置する予定

です。 

 

・医療機関向けに卓上

ポップの作成。地域在宅

医療推進事業として平

成 27 年度に住民向け講

演会を予定。 

 

２ 

 

 



 

№  

問１ 

 

多職種連

携チーム

(市町村) 

問２ 
  

(１)医師会における取組

み 

①行政との連携 

 

 

 

 

②ＩＣＴによるネット

ワークシステム 

 

 

 

 

③相談支援窓口 

 

 

 

 

④住民への普及・啓発 

 

 

 

 

⑤その他 

 

 

(２)考え方 

医師会主導：１ 

行政主導：２ 

その他 ：３ 

３ 

京都医師会 

【回答者： 

理事 野口 隆義】 

別紙１ 

・行政の行う地域包括

ケアシステムの全体像

がつかめないので、現段

階では行政と協力して

行うことしか言えない。 

・ID リンクシステムと

とびうめネットを連携

させ、在宅患者基本情報

を後方病院とリンクさ

せる。 

・医師会での相談支援

窓口設置については、検

討委員会で検討予定。 

  

２ 

４ 

豊前築上医師会 

【回答者： 

事務長 竹本 賢一】 

・福岡県事業の地域在

宅医療推進事業により、

在宅医療関係構築につ

いて数回の会議を行っ

た。 

・当会の豊築メディカ

ルセンターにおいて、健

診検査事業による情報

の管理と活用について、

当会の医療情報ネット

ワークによりセンター

と医療機関の間で運用

している。 

 

・とびうめネットとの

利用予定については、検

討中である。 

・平成 27 年度在宅医療

連携拠点整備事業にお

いて、補助金申請を予

定。 

・実施時期は 9 月を予

定。 

・広報活動も実施を予

定。 

 

・福岡県事業の地域在

宅医療推進事業により、

行なう予定。 

 

３ 

（関係機関

と併行して

検討した

い。特に自

治体とは今

後密接な協

議が行われ

ると考え

る。） 

５ 

福岡市医師会 

【回答者： 

常任理事 田中三津子】 

・福岡市地域包括ケア

システム検討部会 

・福岡市地域包括ケア

システム専門部会 

・福岡市在宅医療協議

会 

・多職種連携情報共有

システムモデル事業実

施（平成 27 年１月～６

月） 

 

・在宅医療相談窓口設

置（市内３ヵ所） 

・地域包括ケアに関す

る市民向け公開講座の

開催 

・地域包括ケアシステ

ム推進委員会の開催 

・在宅医療推進連絡会

の開催 

・在宅医療企画推進部

会の開催 

１ 

６ 

筑紫医師会 

【回答者： 

副会長 三原 宏之】 

・平成 27 年度の介護保

険制度改正に伴い、平成

26 年度より「四市一町

担当課と筑紫医師会と

の連絡協議会」を２回開

催。 

26 年度は地域支援事

業包括的支援事業の進

捗状況について協議実

施したが、その中で地域

ケア会議のあり方につ

いての提案も行った。 

・平成 26 年度よりとび

うめネットに参加。 

 

 

 

・筑紫医師会在宅医療・

介護連携支援センター

設立(平成27年秋～冬完

成予定)に伴い相談員 2

名を採用。 

・在宅医療に関する一

般住民向けのパンフレ

ットを作成。 

同パンフレットを歯

科医師会・薬剤師会・四

市一町担当課・筑紫保健

所へ配布。 

 

・新しい地域支援のあ

り方を考えるフォーラ

ム in 筑紫野へ講師を派

遣。 

・3 月 5 日(木)当会にて

実施した「筑紫地区在宅

医療多職種連携研修会」

に瀬戸県常任理事を講

師としてお招きし、医

療・介護関係者に、地域

包括ケアシステムの話

題を盛り込んだ講演を

行って頂いた。 

１ 



 

№  

問１ 

 

多職種連

携チーム

(市町村) 

問２ 
  

(１)医師会における取組

み 

①行政との連携 

 

 

 

 

②ＩＣＴによるネット

ワークシステム 

 

 

 

 

③相談支援窓口 

 

 

 

 

④住民への普及・啓発 

 

 

 

 

⑤その他 

 

 

(２)考え方 

医師会主導：１ 

行政主導：２ 

その他 ：３ 

７ 

糸島医師会 

【回答者： 

理事 冨満 久教】 

別紙１ 

・在宅医療連携に関す

る事務会議 

糸島保健福祉事務所、糸

島市、糸島歯科医師会

（地域歯科医療連携

室）、糸島医師会（在宅拠

点センター） 

・とびうめネットを利

用 

・在宅拠点支援センタ

ーにて電話相談、ホーム

ページでの案内 

・講演会（市民公開講座 

年 1～2 回） 

・勉強会（在宅ホスピス

を語る会 年 1～2 回） 

 

 

８ 

粕屋医師会 

【回答者： 

専務理事 原 速】 

定期的な会議の開催 

・在宅医療を担う多職

種連携研修会 地域リー

ダー会議 

・粕屋医療ビジョン協

議会 

・とびうめネット ・粕屋地域在宅医療推

進社会資源情報ブック

を作成。 

（粕屋医師会と粕屋保

健所のホームページへ

も掲載予定。） 

 

・在宅医療（とびうめ

NET）支援センター開

設予定（４月） 

 

・在宅医療住民講座の

開催 

 

１ 

９ 

宗像医師会 

【回答者： 

理事 吉田 道弘】 

・「むなっこの会」 

薬剤師・看護師・ケア

マネ・作業療法士・ＭＳ

Ｗ・行政担当者・医師（担

当理事：オブザーバーと

して）地域包括ケアシス

テム構築に向けて、福岡

県地域ケア会議推進支

援事業におけるモデル

市（宗像市・福津市）の

取り組み支援するため、

地域が抱える潜在的ニ

ーズを顕在化できるよ

う会の活動を通して、支

援、協力をする。 

・「むーみんネットシス

テム」 

平成 24 年度より開発

を着手したｉPad 等の

スマートメディアを使

ったＩＣＴ利用による

多職種間情報共有シス

テム"むーみんネットシ

ステム"は、平成 25 年度

の実証実験（テスト運

用）を経て 26 年度より

本稼働を始めた。 

当該システムは、在宅

医療を担う多くの事業

所にとってＩＣＴに費

やす維持管理運営費用

を極力抑え、真に必要と

・在宅医療相談窓口の

設置し、専任の相談員

（看護師１名、ＭＳＷ１

名）を配置し、地域住民

及び医療機関・介護事業

所などの関係機関から

の在宅医療に係る相談

対応や情報提供を行っ

ている。 

 

・宗像医師会在宅医療

連携拠点事業室むーみ

んネット専用ホームペ

ージを開設している。 

・宗像医師会在宅医療

連携拠点事業室むーみ

んネットのパンフレッ

ト作成。 

 

・在宅医療シンポジウ

ム（住民向け）を年１回

開催。 

【在宅医療機器整備事

業】 

在宅医療推進のための

医療機器（ポータブルエ

コー２台、携帯型精密輸

液ポンプ４台）を購入し

た。共同利用のための貸

出運営規程を整備中で

ある。平成２７年度早々

に本医療機器使用研修

会を開催する予定であ

る。 

 

【在宅ボランティア活

動支援】 

平成 25 年在宅ボランテ

ィア養成講座修了者に

１ 



される機能を医療現場

の要望や意見を随時反

映させながら多職種間

でシステムを育んでい

くことを本質に見据え

ている。患者さんと在宅

医療を担う医師、看護

師、薬剤師などの医療従

事者が所属する診療所

や調剤薬局、また訪問看

護を支援する介護サー

ビス事業者にとって欠

くことにできない情報

共有ツールをめざし、平

成 26 年度においてもこ

れらのことをより発展

させるべく、以下の改善

や新規開発を継続した。 

(1)  メール通知機能の

実装 

(2) "むーみんトーク"

の新規開発 

(3)  "むーみんカルテ"

の新規開発 

よる定例会をサポート

している。定例会では、

主に宗像医師会病院緩

和ケア病棟でのボラン

ティア活動を行ってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

№  

問１ 

 

多職種連

携チーム

(市町村) 

問２ 
  

(１)医師会における取組

み 

①行政との連携 

 

 

 

 

②ＩＣＴによるネット

ワークシステム 

 

 

 

 

③相談支援窓口 

 

 

 

 

④住民への普及・啓発 

 

 

 

 

⑤その他 

 

 

(２)考え方 

医師会主導：１ 

行政主導：２ 

その他 ：３ 

10 

直方鞍手医師会 

【回答者： 

事務局長 青柳 公一】 

別紙１ 

・2 市 2 町の福祉担当課

長及び地域包括支援セ

ンタ－管理者と会議。 

今後も定期的に開催

予定 

・とびうめネットを利

用予定。 

 ・在宅医療多職種連携

による市民講演会を開

催予定。 

・2 市 2 町のケアマネの

団体と会議 

今後も定期的に開催

予定。 

 

２ 

11 

田川医師会 

【回答者： 

理事 藤下 敏】 

・田川市地域支え合い

体制づくり検討委員会 

・田川医師会と介護保

険広域連合との情報交

換会 

・田川市・桂川支部及び

構成市町村との情報交

換会 

 

・とびうめネット予定 ・電話相談 ・住民公開講座 

・出前講座 

 

１ 

12 

飯塚医師会 

【回答者： 

会長 松浦 尚志】 

・飯塚市地域ケア会議

検討委員会に会長及び

副会長が委員として出

席参画。 

・平成 26 年度よりとび

うめネットに参加 

・飯塚市地域包括ケア

拠点構築業務の拡充を

検討 

・市民公開講座開催 

（平成26年11月29日） 

基調講演「アドバンス・

ケア・プランニング”っ

て何？ 」   

講師 国家公務員共済組

合連合会浜の町病院緩

和医療科部長  永山淳 

先生 

シンポジウム「あなたは

自分が望む医療につい

て家族に伝えています

か？」 

・地方創生交付金を活

用した飯塚市地域包括

ケア拠点構築業務を受

託（平成 27 年度より） 

  業務内容 

①飯塚圏域内の｢病･病

連携｣及び｢病･診連

携｣体制構築に資する

調査研究事業 

②医療関係者､介護事業

関係者及び地域包括

支援センターの相談

支援体制の構築 

③歯科医師会､薬剤師会

等との連携体制の構

築 

④介護に関する社会資

源の把握  

⑤在宅医療・介護連携に

資する研修会のあり

方検討 

１ 



 

№  

問１ 

 

多職種連

携チーム

(市町村) 

問２ 
  

(１)医師会における取組

み 

①行政との連携 

 

 

 

 

②ＩＣＴによるネット

ワークシステム 

 

 

 

 

③相談支援窓口 

 

 

 

 

④住民への普及・啓発 

 

 

 

 

⑤その他 

 

 

(２)考え方 

医師会主導：１ 

行政主導：２ 

その他 ：３ 

13 

久留米医師会 

【回答者： 

理事 浅倉 敏明】 

別紙１ 

・行政との定期的な勉

強会を年に２回行って

いる。 

・久留米医師会では、ア

ザレアネットがあり、

ID-Link という地域医

療連携システムを用い

て、検査、処方、画像な

どの診療情報を患者さ

んの同意のもと、地域医

療機関が共有すること

で地域医療連携を強化

するネットワークがあ

る。 

・将来的にとびうめネ

ットを利用予定。 

・相談支援窓口の設置

は久留米医師会内に相

談員を１名専属に配置

している。 

・年に１～２回の市民

公開講座を開催。 

 

１ 

14 

大牟田医師会 

【回答者： 

理事 辻 克郎】 

・現在定期的な地域包

括ケアシステム委員会

に大牟田医師会理事も

参加し開催しており、ま

た大牟田市の 6 ヶ所の

地域包括ケアセンター

の 1 ヶ所で地域ケア会

議を開催している。 

この会議にも医師 2

名が参加しているが、今

後その他の 5 ヶ所のケ

アセンターでも医師が

参加した地域ケア会議

を開催し、各々の連携を

とり各地域での課題の

解決を図ることが求め

られる。そして大牟田医

師会や関係団体、行政と

の連携を強化するため、

在宅医療介護連携推進

協議会(仮称)の設置を検

討する必要がある。 

・とびうめネットを利

用予定。 

・６ヶ所の地域包括支

援センターで介護、健

康、福祉、医療などさま

ざまな相談を電話や、直

接面談で行っている。 

・１年に１回、市民啓発

のための在宅医療･介護

のシンポジュウムを行

っているが、今後は市民

参加型の在宅医療･介護

のボランティア講座の

勉強会や、市民に向けた

パンフレットの作成、イ

ンターネットによる医

療･介護資源の提供が求

められる。 

考案中 

２ 



 

№  

問１ 

 

多職種連

携チーム

(市町村) 

問２ 
  

(１)医師会における取組

み 

①行政との連携 

 

 

 

 

②ＩＣＴによるネット

ワークシステム 

 

 

 

 

③相談支援窓口 

 

 

 

 

④住民への普及・啓発 

 

 

 

 

⑤その他 

 

 

(２)考え方 

医師会主導：１ 

行政主導：２ 

その他 ：３ 

15 

八女筑後医師会 

【回答者： 

会長 黒岩 光】 

別紙１ 

・八女市地域包括支援

センター運営協議会へ

の参加 

・八女市介護保険事業

計画等推進委員会（ケ

ア会議（策定、政策決

定））へ発展していく予

定 

・保健所との在宅医療

推進協議会 

・当医師会では ID-Link 

を利用した医療情報の

ネットワークを構成中

です。 

このシステムでは病

院間、あるいは病院から

診療所への情報伝達は

比較的スムースにスト

レスなく実行できてい

ます。 

地域包括ケアシステ

ム内では、多職種間での

セキュリテイーの問題

をアクセス権の設置で

解決できますが、アクセ

ス権設定等の事務的業

務へのサポートを必要

とします。  

救急医療の現場では

かかりつけ医からの情

報発信が必要とされ、こ

の点でとびうめネット

との連携ができればよ

り一層の連携の広がり

が期待できます。 

いづれにしても持続

可能なシステムの形成

には、誰でも気軽に参加

でき、金銭的にも負担が

かからないシステムが

望まれます。 

・在宅医療に関する介

護と医療の連携拠点事

業（相談窓口）を開始 

・在宅医療推進住民公

開講座を年１回開催、同

時に介護用品、器機等の

展示も行っている。 

・政策形成機能の地域

ケア会議に出席し、医師

会として主導をとるべ

きだと考えます。 

 現在は広川町のみ設

置されている。 

 

・地域包括ケアシステ

ム事業の４本柱のうち

「医療と介護の連携」と

「認知症施策（認知症医

療センターが中心とな

る）」についても医師会

主導で行っていくべき

だと考えます。 

 ２ 

16 

朝倉医師会 

【回答者： 

理事 田邉 庸一】 

・地域医療支援に関す

る意見交換会（３回／

年） 

・朝倉医師会病院の地

域連携システム（医師会

病院と医師会会員のネ

ットワーク） 

・在宅医療相談電話設

置（在宅医療連携拠点整

備事業） 

・在宅医療連携推進事

業（多職種連携）のポス

ター及びパンフレット

作成 

・医療圏の在宅療養関

連情報冊子作成 
１ 



・多職種連携研修会内

容検討会議（12 回／年） 

・地域医療支援病院協

議委員会（４回／年） 

・医師会ホームページ

に在宅医療を行う会員

の検索追加、在宅医療相

談窓口の案内） 

・在宅医療連携拠点事

業のポスター及びパン

フレット作成 

・保健福祉環境事務所

と共同で市民講座開催 

・朝倉市の市民出前講

座に在宅医療を追加 

  



 

№  

問１ 

 

多職種連

携チーム

(市町村) 

問２ 
  

(１)医師会における取組

み 

①行政との連携 

 

 

 

 

②ＩＣＴによるネット

ワークシステム 

 

 

 

 

③相談支援窓口 

 

 

 

 

④住民への普及・啓発 

 

 

 

 

⑤その他 

 

 

(２)考え方 

医師会主導：１ 

行政主導：２ 

その他 ：３ 

17 

小郡三井医師会 

【回答者： 

副会長 白石 恒明 

理事  古川 哲也】 

別紙１ 

・小郡市：月 1 回地域ケ

ア会議（実質的には養護

老人ホーム入所資格の

検討会） 

・とびうめネット  ・医療介護マップの作

成、市民公開講座 

 

２ 

18 

大川三潴医師会 

【回答者： 

理事 宿里 芳孝】 

・地域ケア会議は包括

支援センタ―で開催す

ることになっておりま

す（そのことに固執する

必要はないとなってい

ますけど）。 

その主な構成員の一

人に参加者の専門性か

ら医師があげられてい

ますが、医師の参加がな

されている地域は少な

いと思われます。それに

は様々な要因があると

思いますが、地域包括ケ

アシステムの中で重要

な位置づけの地域ケア

会議に医師会が関係し

ていないと医療と介護

の連携は取れないと考

えられます。そのために

は、行政との良好な連携

は必要だと考えており

ます。 

・福岡県も ICT に関し

ては、県医師会が取り組

んでいるとびうめネッ

トの利用を推奨してお

り、とびうめネットが全

県下に稼働した場合は

利用したいと考えてお

ります。 

・大川三潴医師会内に

在宅医療・介護連携支援

センターの開設を考え

ており、そこに相談窓口

を設置したいと思って

おります。 

また、出来るならば行

政に出向という形で、市

町村関係者が医師会内

に入っていただければ、

単なる窓口ではなく、実

のある相談窓口になる

のではないかと考えて

おります。 

・大川三潴医師会では、

多職種連携協議会を毎

月のように医師会館で

行っており、そこで住民

への啓発等の準備（啓発

パンフレット土台とな

るポスターを南筑後保

健環境事務所からいた

だく要請をしておりま

す）や市民講座の予定

（大川市と大川三潴医

師会共催）の話が進行し

ております。 

・多職種連携協議会の

一環として、多職種連携

研修会として、平成 26

年度は約 100 名出席の

グループワークを 2 回

開催（参加者：医師会・

歯科医師会・薬剤師会・

看護師・ケアマネ・

MSW・リハビリ・包括支

援センター・市町・南筑

後保健環境事務所）およ

び約 250 名出席の「在宅

医療と多職種連携を考

える」という演題で、演

者を招聘し講演会を行

っている。 

（参加者：上記以外に介

護福祉士・ヘルパー・相

談援助員・地域住民その

他） 

１ 

19 

柳川山門医師会 

【回答者： 

理事 松尾 義人】 

・柳川みやま地域包括ｹ

ｱｼｽﾃﾑ構築に関する第１

回意見交換会(平成27年

3 月 18 日（水）午後１

時より開催) 

目的事項――地域包

括ケアシステムを構築

するうえで中心となる

・とびうめネットを利

用予定。 

・左記の意見交換会で

も話題に上るが、地域包

括ケアシステム構築の

際には、相談支援窓口は

市に設置するのがベス

トだと思っており、現状

での設置は行っていな

い。 

・地域包括ケアシステ

ムの構築、及び多職種連

携システムの確立が優

先事項と考えており、住

民への普及・啓発活動は

時期尚早であり、未実

施。 

・在宅医療と介護施設

運営を行っている会員

有志 8 名で地域包括ケ

アシステム構築準備委

員会を立ち上げ、病院・

行政・看護介護職などと

の協議を重ねている。 

１ 



市と、それを強力に支援

すべき柳川山門医師会

との協力体制の確立に

ついて 

 

・柳川みやま地域包括ｹ

ｱｼｽﾃﾑ構築に関する第２

回意見交換会(平成27年

4 月 27 日（月）午後１

時より開催) 

目的事項――介護施

設リストの作成内容、活

用、運用について。 

将来的には、市が主体

となってパンフレット

等の作成や、区長会や老

人会を通じての広報を

行うべきで、当医師会は

それをサポートするつ

もりである。 

20 

浮羽医師会 

【回答者： 

理事 伊藤 純】 

別紙１ 

・在宅医療推進リーダ

ー会議、地域包括ケア会

議、地域ケア会議を定期

的に開催。 

・病診連携、診診連携の

中で医師と看護職（訪

問）、介護職等の多職種

間での連携ネットワー

クが重要との考えより、

民間ソフト会社の既存

のネットワークシステ

ムについて検討中。 

・とびうめネットが、多

職種に対応可能であれ

ば検討をする予定。 

 

・浮羽医師会内に、在宅

医療相談窓口を設置。 

専任の相談員を１名

配置している。 

・在宅医療推進事業と

しての市民講座を年１

回開催。 

・地域の民生委員に向

けた在宅医療の講演会

を開催予定（平成 27 年

9 月予定）。 

・住民への地域包括ケ

アシステム、在宅医療推

進事業等についての普

及・啓発用冊子作成予

定。 

 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

№  

問３ 
 

医療情勢 

問４ 
 

診療所の担うべき役割 

 

【無床診療所】 

 

 

 

 

【有床診療所】 

１ 

北九州市医師会 

【回答者： 

専務理事 穴井 堅能】 

別紙２ 

１．地域の医師として 

 地域包括ケアシステムは、医療・介護だけではなく、地域住民（自治

会、老人会、民生委員など）との協力が必要で、地元自治会組織（民生

委員も含む）とのコミュニケーションを日頃からとっておく。 

 

２．在宅医療について 

 自分で診ていた患者さんは出来るだけ自分で診ること。また、不在時

や対応不可能な場合の助け合いシステムの構築を推進し、参加する医師

の増加やすそ野を広げていくようにする。 

 

３．介護事業との連携について 

現在、医療と介護は切っても切れない関係になりつつある。 

○自分で介護事業を行わない診療所：介護事業との協力を当然必

要という発想で患者本位で対応していく。 

  ○自分で介護事業を行っている診療所：あまり自分の事業への利益

誘導を行うと「水は濁る」ことになり、社会から信用されなくな

る。自身の介護事業以外と併用する必要がある。 

 

４．病院との連携 

 日頃から地道な努力をし、丁寧な連携（紹介状をきちっと書く。気に

なる入院患者は病院へ見に行く等）を行っていれ問題は起こらない。 

 

５．２４時間医療連携体制について 

 ２４時間・３６５日単独の診療所で全て対応しようというのは不可能

である。お互いに助け合う相互補助システムが必要で、助け合いシステ

ムへの参画・構築を推進していく。ただし、お互いに信頼するというあ

る程度のハードルは必要。全くする気のない診療所はいずれ自然淘汰さ

れるであろう。 

「努力した人が報われる」べきである。 

１．病院、介護事業所との連携 

 病院からの早期退院患者で自宅に帰るには不安があり、かといって介

護施設でもいまいち心配という患者は必ずおられますが、そこで中核的

役割として有床診療所が存在しますので、おおいにご活用いただければ

と思う。 

 

２．２４時間医療提供体制 

 有床診療所は文字どおり、有床のため２４時間３６５日夜間、休祝日

も連絡がとれ地域密着型を実践している。 

 

３．かかりつけ医としての役割 

 地域医療に柔軟に、こまわりのきく医療施設であり、地域の患者、そ

の家族のニーズに答えるべく、外来、入院（ショートステイを含む）、

在宅、看取りを実践する医療施設として地域医療に貢献したいと考えて

いる。 

 

 

 

 



 

№  

問３ 
 

医療情勢 

問４ 
 

診療所の担うべき役割 

 

【無床診療所】 

 

 

 

 

【有床診療所】 

２ 

遠賀中間医師会 

【回答者： 

理事 豊澤 賢明】 

別紙２ 

地域包括ケアシステムが運用されていく中で、無床診療所は診療所で

の外来医療行為に加え、必要に応じて往診、定期的な訪問診療、地域ケ

ア会議への出席、地域住民からの医療、介護に対する相談への対応など

の役割をはたしていかなければならないと考えるが、多くの診療所の医

師は現在の外来業務だけで、すでにオーバーワーク状態であり、これら

の業務への対応は困難である。 

また、診療所では医師が不在の場合は基本的に医療行為が行えないた

め、医師が一人しかいない診療所（これが大多数）では、医師が院外に

いる時間は診療がストップしてしまう。この経済的損失は大きなもので

あり、これも院外での業務に対して医師が消極的になる理由といえる。 

有床診療所は病院、介護事業との連携に有用な存在と考えていた。し

かし現実は異なるようである。このアンケートへの回答を作成するため

に遠賀中間医師会の有床診療所にアンケート調査をおこなったが、その

中で有床診療所の困難な状況に関する意見がみられた。 

①診療報酬が低く赤字経営を強いられていること。 

②病床機能として確たる評価が与えられていないため、急性期病床から

の転院先として機能しない。（回復期でもない。在宅でもない。） 

今後、有床診療所を地域の大切な医療資源として活用するためには、

病床に対する診療報酬の評価を高め、また有床診療所に入院した場合は

在宅復帰とみなすなどの対応が必要と考える。 

３ 

京都医師会 

【回答者： 

理事 野口 隆義】 

・在宅支援診療所の訪問診療の患者数を増やすことが必要。 

・在宅患者の情報を診療所と後方支援病院で共有すること。 

・主治医が患者の介護サービスの内容を理解し、必要な意見をケアマネ

に伝えることが重要。 

・24 時間連絡がとれる体制は必耐。 

・レスパイト入院 社会的入院のための後方ベッドとして利用できる

体制を作ること。 

(病院処置が多い患者のショートステイ目的としてベッド利用) 

 

４ 

豊前築上 

【回答者： 

事務長 竹本 賢一】 

・従来から地域の診療所としての位置付けから、地域のことは地域で完

結する意識は高い。 

がしかし、診療所には、１医師がほとんどで診療は困難である。 

・訪問医師の過大な負担が掛からないような施策を検討したいと思う。 

・従来から地域の診療所としての位置付けから、地域のことは地域で完

結する意識は高い。 

がしかし、診療所には、１医師がほとんどで診療は困難である。 

・当該診療所の医師に過大な負担が掛からないように医師間で連携が

図れる仕組みの検討が相応しいと思われる。 

５ 

福岡市医師会 

【回答者： 

常任理事 田中三津子】 

・24 時間対応体制の強化、充実（主治医・副主治医制の確立) 

・切れ目のない医療提供体制の構築（入・退院時の連携強化） 

・在宅医療（訪問診療、往診）への積極的な参加（かかりつけ医が中心

となり在宅医療提供体制を構築） 

・病院からの早期退院患者の受け入れ 

・専門医療を担って病院の役割を補完する 

・在宅医療（訪問診療、往診）への積極的な参加（かかりつけ医として

在宅医療を行い、在宅患者等の急変時には受け入れ対応） 

・後方支援病院への患者の紹介 

６ 

筑紫医師会 

【回答者： 

副会長 三原 宏之】 

・在宅療養を希望する患者への医療の提供や適切な情報提供 

・近隣住民への在宅医療の提供、入院医療機関、訪問看護時ステーショ

ン、事業所との連携 

・個別事例検討会への出席や適切なアドバイス 

・行政と協力した予防保健事業 

・27 年度新規建設する「筑紫医師会医療・介護連携支援センター」の効

率的な運営の為、 

・急性期から切れ目のない医療体制の提供等 

・肺炎や骨折のリハビリを中心とした急性期医療機関の後方支援 

・急性期病院、無床診療所、訪問看護時ステーション、介護事業所との

連携強化 

・個別事例検討会への出席や適切なアドバイス、レスパイト入院施設 

・行政と協力した予防保健事業  

・27 年度新規建設する「筑紫医師会医療・介護連携支援センター」の効

率的な運営の為、 

・必要に応じた入院医療およびリハビリの提供等 

 

 



 

№  

問３ 
 

医療情勢 

問４ 
 

診療所の担うべき役割 

 

【無床診療所】 

 

 

 

 

【有床診療所】 

７ 

糸島医師会 

【回答者： 

理事 冨満 久教】 

別紙２ 

・かかりつけ医としての役割（継続的な服薬や健康管理、自宅での看取

り） 

・在宅医療の拠点として周囲の診療所と連携を取り、24 時間医療提供

体制。 

・高度医療を必要としない高齢者の入院、特に在宅医療を提供している

診療所からの患者の受け入れなどを進めることで、在宅医療の推進と診

療所間の連携強化を図る。 

８ 

粕屋医師会 

【回答者： 

専務理事 原 速】 

各診療所で活動できる地域の包括ケアを積極的にリードし、有床診療

所・病院のベッドを有効に活用して、在宅・入院・入所の指導的役割と

家族の意向を集約し、ケアマネ・訪看への適切な指示出しも期待される。 

・地域の無床診・訪看・ケアマネ・病院・施設等のハブ的な役割と、２

次病院集中を防ぐダム的な役割を期待される。 

・24ｈの提供体制の中核として無床診のバックアップを期待する。 

９ 

宗像医師会 

【回答者： 

理事 吉田 道弘】 

・多職種との連携。特にケアマネジャーとの積極的な関わりによって医

療依存度の高い方の状態変化に対しての、時間差の少ないケアプラン対

応。 

・24 時間医療提供体制と後方支援病床の確保。 

・かかりつけ医としての役割として、在宅診療の導入。 

・多職種との連携。特にケアマネジャーとの積極的な関わりによって医

療依存度の高い方の状態変化に対しての、時間差の少ないケアプラン対

応。 

・24 時間医療提供体制と後方支援病床としての協力。 

・かかりつけ医としての役割として、在宅診療の導入。 

10 

直方鞍手医師会 

【回答者： 

事務局長 青柳 公一】 

・かかりつけ医としての役割（継続的な服薬や健康管理、自宅での看取

り） 

・病院、介護事業所との連携（病院からの早期退院患者の在宅、介護施

設への受け渡し） 

11 

田川医師会 

【回答者： 

理事 藤下 敏】 

・在宅療養を支援する病院（地域包括ケア病棟）を中心としたネットワ

ーク下での在宅支援診療所 

・かかりつけ医としての役割（退院後の服薬、健康管理及び看取り） 

・療養型病床としての病床確保 

・在宅療養を支援する診療所を中心としたネットワークを形成 

・病院、介護事業所との連携（病院からの早期退院患者の在宅・介護施

設への受け渡し） 

12 

飯塚医師会 

【回答者： 

会長 松浦 尚志】 

・かかりつけ医としての在宅医療を担う。 

・医師会が行う地域包括ケア拠点整備推進センター（仮称）の仲介によ

り退院患者の在宅への移行の受け皿としてネットワークの一員となる

べき。 

・積極的にとびうめネットに参加し、同じ地域内でのグループ化を進め

る。 

・軽症だが入院治療を要する患者の受け皿的病床となる。 

・24 時間の慢性期救急の受け入れは困難であるが、在宅看取りが困難

な場合は、ある程度、期間的余裕をもって行うと可能。 

・診療所での回復期リハは困難であるが、訪問看護ステーション等の訪

問リハビリが受けられるなら回復期病床としての機能も果たせるので

はないか。 

13 

久留米医師会 

【回答者： 

理事 浅倉 敏明】 

・今後は在宅医療が重点的な役割を占める様になると考える。しかしな

がら、久留米市においては診療所・病院が多くある為に在宅医療より紹

介入院のケースが多い傾向にある。 

・病院・介護事業所との連携が不可欠であると思う。 
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14 

大牟田医師会 

【回答者： 

理事 辻 克郎】 

別紙２ 

・無床診療所の中でも、特に在宅支援診療所になっていれば積極的に急

性期病院や介護事業所と密に連携し在宅医療･介護の体制を支援し、ま

た医師会や行政機関などとの在宅医療･介護連携に関する事業に関心を

もち、協力してもらうことが重要ある。さらには、主治医と副主治医が

機能し主治医の負担軽減を図ることも必要である。 

 

・有床診療所の中でも、特に在宅支援診療所になっていれば在宅医療･

介護への関わり、特に在宅医療の患者が例えば肺炎などにかかったとき

の短期間の入院や、またレスパイト入院の体制が求められる。 

しかし年々有床診療所は減少しているが、こういった入院のニーズが

高まれば高まるほど有床の在宅支援診療所の連携は重要である。そして

医師会や行政機関などとの在宅医療･介護連携に関する事業に関心をも

ち、より積極的に協力してもらうことがなによりも重要ある。さらには、

主治医と副主治医が機能し主治医の負担軽減を図ることも必要である。 

 

15 

八女筑後医師会 

【回答者： 

会長 黒岩 光】 

・今後、病床数に限りがあることから、病院から在宅へ戻られる患者さ

んの増加が考えられる。その方たちの医療の受け入れは、もちろん無床・

有床診療所となる。 

在宅医療となると診療所だけでは不可能であり、介護保険サービスの

導入、連携が不可欠である。診療所に求められるのは、①訪問診療を含

めた、在宅医療のスキル ②医療面のみならず患者さんの住居などの環

境と介護保険サービス導入のスキル ③ケアマネを中心としたケアワ

ーカーへのアドバイス、連携などである。 

 

ネットワークの面では、スマートフォン等の情報端末を操作して情報

交換の普及は今や子供から老人まで広く普及してきています。かかりつ

け医が患者情報をクラウド方式で挙げ、アクセス権を獲得した多職種の

担当者が情報の共有、書き込みを行い、かかりつけ医が必要とされる指

示を行う。 

また、緊急入院が可能な病院との連携も行い、副主治医として在宅医

療にかかわり、入院時には主治医としての情報発信を行うことで切れ目

のない患者管理が可能になる。 

 

診療所と医師の自宅が離れているところがかなりあり、急変の可能性

のある在宅患者の受け入れが一部の診療所に偏っている。 

 

左記に加え、在宅療養を行っている患者さんの急変時（例えば肺炎、

脱水、急性腰痛など）の受け入れ機関としての役割、終末期の看取りを

行う役割などがある。 

スタッフ不足が深刻で、産科以外の施設は５件程しかない。 

16 

朝倉医師会 

【回答者： 

理事 田邉 庸一】 

・在宅医療 

  在宅療養の継続を支援 

  多職種との連携 

  在宅療養後方支援病院への登録 

  在宅療養支援診療所間の連携 

 

・急性期病院に入院にする程ではないが、在宅で看護するには負担が大

きい場合、住居に近い有床診療所での短期間入院が有効だと思う。 



・入院患者 

  自宅や施設への退院の支援 

  退院時共同指導（退院時連携推進事業） 

  多職種との連携 
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17 

小郡三井医師会 

【回答者： 

副会長 白石 恒明 

理事  古川 哲也】 

別紙２ 

・地域包括ケアシステムおいては、在宅における医療面での中心になる

と考える。そのような機能を果たすためにも、円滑で効率のよい病院や

介護職との連携を図る努力と工夫が必要である。  

特に二十四時間の医療提供体制の構築は簡単ではなく、不十分な点が

依然多いため、そこを多職種との連携で補う工夫が求められる。 

・当地区では比較的容易に入院を受け入れてくれる環境にあるが、今後

入院需要が増えてくる状況では、有床診療所は上記の診療所としての立

場に加え、病院の入院機能を補うことが期待される。 

18 

大川三潴医師会 

【回答者： 

理事 宿里 芳孝】 

・病院や有床診療所から退院した患者の在宅支援として、在宅医療・自

宅での看取り・在宅医療のための多職種との連携・増悪時の病院との連

携・在宅医療の相談窓口の一つとして・介護施設との連携・地域ケア会

議への出席などが役割と思われます。 

また、総合診療医としての役割があると思います。 

・軽症患者の夜間対応・軽症患者の入院受け入れ・病院から退院した患

者の受け入れ・そのための病院との連携・受け入れ後の介護施設との連

携・24 時間医療提供体制・院内看取り・地域ケア会議への出席などが

役割だと思われます。 

また、総合診療医としての役割があると思います。 

19 

柳川山門医師会 

【回答者： 

理事 松尾 義人】 

・かかりつけ医機能（患者への継続的な医療提供と看取り、健康管理、

病院紹介や介護事業への仲介） 

・病院や有床診療所、訪問看護ステーション、介護事業所との連携 

・24 時間医療相談対応（時間外の電話連絡対応による緊急時指示） 

・各科および各医療機関において可能な範囲での在宅医療提供 

・個別症例の地域ケア会議に参加する（多職種との同時参加は不可能で

も、患者の医療に関して必ず会議に関わること） 

 

かかりつけ医機能（患者への継続的な医療提供と看取り、健康管理、病

院紹介や介護事業への仲介） 

病院や無床診療所、訪問看護ステーション、介護事業所との連携 

24 時間医療提供対応（可能な範囲での時間外受診対応） 

レスパイト入院対応 

急性期病院退院後で在宅診療との中継ぎ的入院対応 

個別症例の地域ケア会議に参加する（多職種との同時参加は不可能で

も、患者の医療に関して必ず会議に関わること） 

20 

浮羽医師会 

【回答者： 

理事 伊藤 純】 

・地域のかかりつけ医、在宅医療の最前線。 

・患者の外来診療から入院・在宅まで一貫して関わり、本人だけでなく

家族も含めて医療、生活の情報を持ち、24 時間オンコールに対応し、

在宅医療に取り組むというかかりつけ医機能を持つ必要がある。 

・24 時間かかりつけ医として、対応できるのが理想だが、個人の医師、

診療所では限界がある。そのため各診療所、各医師でチームを組んで看

取りを含めて在宅医療に対応できるシステムが理想。 

・病院からの早期退院患者の在宅・介護施設への受け渡しとしての機能 

・専門医療を担い病院の役割を補完する機能 

・緊急時に対応する医療機能 

・在宅医療の拠点としての機能 

・終末期医療を担う機能 

 

以上の機能が有効に稼働するのが理想。 

 


